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環境の変化
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コン録シツ鍵搾。繍適の繍瀧と
総講欝の駁総
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平成２４年１月２３臼
総務省

’情報流通行政局

情報通信作品振興課
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鯛状認識

＊コンテンツの圃際耀闘の鍵進

＞璽際蕊圃製作．コンテンツの鯛制緩溺

拳溺簿メディアの旗奮蝋入の減少

＞蕃綴製権費の削減

一一Ｉ

０

拳インターネットによるコンテンツ濡耀の増緬

挙メディアや調聴デバイスの謬様縦．高機龍化（クラウド製鴎繕醤慧む》

幸縄聴形態の蕊化（タイムシフト、プレイスシフト、パーソナル化）

拳璽陶濡場の偉滞、薪興騒の濡場鉱夫

課題

訓

索コンテンツ製作。識遥環鏡の謹備

＞円滑な権測処鯉、不正流蝿識篭

『

岡
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壬

蝶翻しい割ンテンツの流遜プラットフォームの検討

ヨシ暴灘ツ

製確“溌遥
への影響 翻しいメディア、鴇聴形態．新濡場に鋪癒したコンテンツ墨一ズ

＞コンテンツの二次測隠の鶴耀。識搾機翁の増鯛

坐
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コンテンツ製縮・瀧耀の環境蕊化

園瀧と世界⑳コンテンツ濡場
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。日本のコンテンツ市場は､ここ数年､約11兆円規模で推移

”・世界全体のコンテンツ市場は2011～2015年は､平均5.7％で成長すると予測
L‐

型

Ｉ
’

コンテンツ市場日本 世界の のコンテンツ市場

(2003年-2009年実績） (2010年実績､2011年～2015年予測）
(兆円）
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世界のコンテンツ市場

i願4日

200320042005200620072008２００９

.出典写総務省情報通信政策研究所｢メディア･ソフトの制作及び流通の実態」
より作成

･対象とするコンテンツの範囲(2007年まで):放送(テレビ･ラジオ)、映画、
ゲーム､ビデオ､音楽､新聞､雑誌､書籍､コミック､ＤＢ

(注)2009年のコンテンツ市場規模は11兆1,595億円。

2008年より､従来の市場対照に加えて､新たにソーシャルメディア、
デジタルサイネージ､フリーペーパー等の新規市場を算入し､計測。

２０ﾕ０２０ﾕユZO1220ﾕ320ﾕ４２０１５

.特に成長が著しい地域は

１）中南米:今後の5年間で年間平均成長率10.5％､2015年には1,090億ドル
（約10兆円)の市場規模が見込まれている。

２)アジア太平洋:今後の5年間で年間平均成長率6.5％､2015年に5,410億ドル
（約47兆7000億円)の市場規模が見込まれている。

塗上里は全工2010年の平均為香レート(1米ドル＝88.09円財務省宜易統計より)で換算
出典:pricewaterhouseCoopers｢GIobalEntertainmentandMediaOutIook:2011-2015｣より作成
対象とするコンテンツの範囲:インターネットアクセス､インターネット広告､有料テレビ放送.ライセンス料、

テレビ広告､録音音楽､映画､ピデオケーム､ラジオ､屋外広告､一綾雑誌、
新聞､一般誉･教育窪その他B2B
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コンテンツ市場の悶審
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回悶審 」‘’
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〆 ､

。日本のコンテンツ市場規模は約11.2兆円､うち映像系コンテンツ市場は5.3兆円。
映像系コンテンツ市場の約7割がテレビ番組。
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映像系唾音声系画テキスト
（2009年

系ｺﾝﾃﾝﾂ市場
）

系 映像系萄ﾝテン
C2IiiO9年）

タツ市場
）0９

テキスト系
映像系ネット

オリジナル
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瀞

(47.3%）

卜

l(67.4%）

出典:総務省情報通信政策研究所｢メディア｡ソフトの制作及び流通の実態｣より作成
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繊選詣場の動向
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.放送メディア全体の約6割を占める地上波放送局の収益が停滞する一方､ＣＡＴＶ、衛星

放送による有料放送の収益が増加
ノ烏
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3卓､２３８３３，９６２ 更地上基幹放送

（民放）

地上基幹放送

（ＮＨＫ）

画衛星基幹放送

（ＮＨＫ）

画衛星基幹放送

（ＮＨＫ以外）

有線テレビジョン放送
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言

書メディアの臓慧費鱒比灘 回

5，０００

〆 、

。インターネット広告費の増加に対して､他のメディアの広告費は減少

・新聞とインターネットの広告費は2009年に逆転

･テレビの広告費は､10年前の2兆円以上から1兆7千億円程度に減少
且 ノ

２５，０００

(億円）
(百万ドル）注３

瓦

テレビー～－－一矢

Z０，７９３２０'６８ユ ≠〆

ＺＯＯＯＺＯＯ１ＺＯＯＺ２００３２００４ＺＯＯ５２００６ＺＯＯ７２００８２００９ＺＯ１Ｏ（年）
注１０７年に05年まで遡って推定範囲の改訂を行っており､r雑誌｣｢ｲﾝﾀー ﾈｯﾄ｣については､04年と05年は厳密には連続しない。
注２衛星は衛星放送､CATV､文字放送等に投下された広告費

注３「米国のｲﾝﾀー ﾈｯﾄ｣の単位は百万ドル。（出典:『情報メディア白害2010』(電通総研)及び2009年の『日本の広告黄』(電通)より作成）
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※2006年の番組製作費を100%とした場合の番組製作黄の推移

出典:各社発表のデータに基づき作成

．２００４２００５２００６２００７２００８２００９(年度）

－竜一テレビ＝磁再､中波･短波←ＦＭ

平成16年度売上高(営業収益)実績を100%とした場合の各年度実績の推移

ｰ－－

放送

坐
夕

2006２０９７２００８２００９２０ｍ（年）
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目
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京キー局の番組製作

霧縄製作への影響

50.00

F-１

69.96

〆‐ …~~一一一、

五広告収入の減少Iこより､テレビ局の売上高は5年前の87％に減少｡ラジオ局の売上の
落ち込みはさらに深刻。

。経費節減の一環として番組製作費が削減される傾向にある｡キー局各社の番組製作費は、
４年前に比較して15～20％程度減少。
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識が国におけるインターネット識扇の動画

凸

'－５~’

／

･国内におけるスマートフオンの契約数は､2010年度の955万件から､約7倍増ｶﾛし、

2015年度には､7,030万件へ拡大する見込み。

。2015年には､世界におけるスマートフオンの販売台数は急激に増加し､１１億台とな

、る見込み。

。
ば

。インターネットの利用者数及び人口普及率は､一貫して増加

・インターネット利用端末は､パソコンが約8,700万人､モバイル端末が約7,900万人
Ｌ

必
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溌熱1鰯潮霜|義織及び灘
画難及謹迩瀞識

壁

可

鏡麹空凶Ｆ鮫
１

型

※

①1997～2000年末までの数値は｢通信白書(現情報通信白書)｣から抜粋。
②インターネット利用者数(推計)は､６歳以上で､過去,年間に､インター
ネットを利用したことがある者を対象として行った本調査の結果からの推
計値｡インターネット接続機器については､パソコン､携帯電話.ＰＨＳ､携
帯情報端末､ケーム機等あらゆるものを含み(当該機器を所有している
か否かは問わない｡〉、利用目的等についても､個人的な利用､仕事上の
利用､学校での利用等あらゆるものを含む。

③200ﾕ年末以降のインターネット利用者数は､６歳以上の推計人口(国
勢調査結果及び生命表等を用いて推計)に本調査で得られた6歳以上の

インターネット利用率を乗じて算出。

④調査対象年齢については､1999年末までﾕ5～69歳､2000年末は
ユ5～79歳､2001年末以降は6崖以上。

'9971998199920002001200220012002200320042005200620072008(年末）

｜ロ零幅考試一一八口菅及宰Ｉ

＝ＳＰ契約数ＦＰ契約致一季SP契約比宰

｡霊測

『『｡
パソコンからのみ

1』509万人Ｋ１５．９夕5ZＩ
椴購･･鯉． ｳ胴耀蕊菖疏

型

パソコンからの利尿I者

8,70E万人【92.09鐘パソコン、モパイル端末1W用

6,495万人［６日齢５］
モパイル端末からの利用者

7ＪB７８万人に日5.5％】 ７弓万八

ｍ.齢鋼
け

65,万人
【6.7潟】

ケーム擬・ＴＶ寺からの利用者

715万人［7.696ｺ

8

9万人ケーム機。Ｗ寺からの歌
0.19緬ｇ万人［０･”唖

モパイル端末からのみ
744万人Ｅ7.9％］

※モパイル端末：携帯電話、ＰＨａ携帯情報端末（ＰＤＡ）及びタブ，レット型端末壷指す． 【出典：総務省「平成２３年版利用動向調査」】

スマートフ諭ン鰯舗大

御OJM2r緬産r＠章!ｔ､“こ。r色ｈＩｎハ１回罰｡､重ＳＶｍｂ

[出典:Gartnerﾈ+公実資料より作成】
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SP:スマートフまン､Ｆｐ:フィーチ悔一フ5fン
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世界のスマート霧ｵﾝ市場繭諺移

２，５

〔出典：「(株)1,1Ｍ総研［東京・港］「スマートフオン市場規模の推移．予測（11年７月）
(20皿年７月７日）】
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鵜パイル向け動画配信畷．eＴＶ ｢I5-l

、

、「

oBeeTVは、ドコモの端末向けに､モバイル視聴に特化した短時間のドラマ､音楽映像、

アニメ等の動画配信サービスを実施

・月額315円で全番組見放題､会員数は150万人を突破 」ｋ

マルチメディア放送サービスイメージ

南

BeeW会員数推移 提供コンテンツ例

(単位二万人）

。モバイルマルチメディア放送は､有料又は無料で､モバイル端末向けの多様な放送
サービスを提供

･リアルタイム型放送と蓄積型放送を使い分けることを想定

１５１．８－ｺ５３－７

電子書籍､電子雑

印
⑩
、
叩
釦
印
和
、
０

１
１
１
１

１４４

1０７．１

p

４４

日中

女性やキッズを狙ったコンテンツが提供されている

出典:avexlR資料BeeTVwebサイト

携篇端索淘けマルチメディア職選

放送と同時に視聴する者が多い時間帯(日中)は､リアルタイム型放送中心。

四

~

夜間

'

リアルタイム型放送へ～

･.…誇碧、～
蓄積型放送へ

｜～し…房?へ

・リアルタイムな情報
提供放送波

一斉同
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一

●
金
釘
４
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轡
賓
再
謬

（
時
間
）

周波数利用のイメージ(リアルタイム型放送と蓄積型放送）

放送と同時に視聴する者が少ない時間帯(夜間)は､広い帯域を使って大容量
の放送番組を送信し､受信機に蓄積させる。

(ユーザーは蓄積後の任意の時間に視聴可能。）

モバイル向け動画配信雛曾ＴＶ１。

音楽ﾛヶﾑ廷ムロ

映画ロドﾗﾏ

日中

音楽や大容量の動

画を蓄積する視聴

識璽

電子書籍雑誌;一 ｛教育１Ｊ。

・電子教材､教育コンテ

窪 鱗

ユ２５－６

７６．９

８６．３

一」

ドデ宮

昔窯

アニメ

小池栄子主演の｢エセ肉食女の恋愛事i情」

相武紗季､小雪などが出演のI~女たちは二度遊

ぶ｣など自社製作コンテンツ

Avex所属アーティストのPVやLIVE映像

(倖田来未､浜崎あゆみ､東方神起など）

Disney､きかんしやトーマスなど
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ネット動画鯛繕の雛爽

5０

回

1個 I斑

／･インターネット広告市場の成長､有料会員の増加等により､VOD市場が拡大
一一、

。､今後|まテレビ向けVODサービスの拡充やスマートフオンの普及により、さらに成長して
いくことが期待

･放送事業者によるVODサービス､ラジオのIPサイマル放送等の取組も本格化
Ｌ _ー／

凪

弓

有料動画配信市場規模予測予

(単位:億円） (単位:億円）

スマートテレビの登場
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出典:野村総合研究所｢IT市場ナビゲーター2011年版」
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放送番組と連動
したコンテンツ
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アプリケーション

．実行
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･テレビ放送の視聴のみならず､インターネットを経由して映像等コンテンツの視聴や

各種サービス"アプリケーションの利用が可能となるテレビ受信機｡スマートフォン、

タブレットＰＣなどのモバイル端末との連携も視野。

、。放送の完全デジタル化後の次世代テレビの主流として､今後内外で急速な普及が想定。

(麺鱈

罪みんなのコメント

通信コン顎ジツと放送蕃組を
あわ管て､より楽しく利用

雷
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無料動画配信市場規模予測
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ズマートテレビの醤興見込み 四

５０，０に、

~、／

･国内におけるスマートテレビ*1の利用世帯数は､2011年度の27万世帯から、約30倍、
増加し､20i6年度には770万世帯へ拡大する見込み。

。世界のスマートテレビ*2市場規模(販売台数)は2010年の約37,900千台から､2014年

、には約156,100千台までに年平均42.5%の高い成長率で伸びると予想。 ノｋ

､､唖；

主なサービス内容

’ ｌｽﾏｰﾄﾃﾚビの国内利用世帯予測

（千台）

２００，０．０
〔万世帝〕

2,000

1,800

1.500

１．４００

１２００

１．０００

８００

６００

４００

２００

０

ズ マートテレビの蓄蕊見込み１４

。NBC､ABC､FOX等が共同出費により設立した無料インターネッ動画配信サービス｡端末を選ばずいつでも動画を視
ＨｕＩｕ 聴することができる｡２０１０年６月からは､月額7.99ドルで､無料版よりもタイトル数が多く､高画質動画もある有料

ＨＵｌＵ（NBC､ABC､Fox等サービス｢Hulupius｣を開始。
が共同出黄）・２０１１年９月１日より、日本でのサービス提供を開始。月額ﾕ,480円で人気テレビ番組や映画等が見放題､。

・Netflixは(1997年に創設された米国のオンラインDVDレンタル会社)が提供するオンラインでテレビ番組や映画を
視聴できるサービス(rWatchlnstantly｣(月額7.99ドル)）

NetfIiXNetflix。バｿｺﾝのほか､xbox360､PIaystation3､wii､iPad､iPhone等の端末を経由して視聴可能
･ＤＶＤのレンタルサービスから､ネットのストリーミングサービスへの移行を推進
＝加入者数は､2‘360万人に到達（2011年第１四半期）

oiTunesMusicStoreで購入した楽曲や電子書籍などを､Appleのサーバーに保存し､ネット経由で､同一ユーザーが
保有するiPhone､iPadやMacなどで､いつでも楽しむことができる。

iCIOUdアツプル．iTunesMatchでは､年間2499ドﾙの料金で､iTunesMusicStoreで購入した楽曲だけではなく､ﾕー ザー の保有す※
る音楽CD(違法､適法は問わない)を､iTunesMusicStoreで提供される約1800方曲と自動的に照合し､マッチした楽
曲が高音質のファイルとして保管される。

・メジャーやインディーズのレコードレーベルと契約を結び､約1500万曲以上の楽曲を提供｡ユーザーが､パソコン
やスマートフォンに専用ソフトウェアをインストールすると､端末機器にストリーミング配信され､好きな時間に好きな

Spot i f V S p o tify楽曲を聴くことができる。※
・広告が入る無料会員か､月額定額制の有料会員かによって､使用できる端末機器のほか､再生時間や回数の制
限に違いがある。

．auのスマートﾌｫﾝに､専用アプリをインストールし､洋楽を中心にﾕ00万曲が､月額ﾕ,480円の定額料金で聴き放
ＬｌＳＭＯ題になる。

ａＵ、携帯電話回線(3G)やwi-Fiを通じて､楽曲を端末機器にダウンロードすることなく､聴くことができる｡また､－度聴※ＵＮＬｌＭｌＴＥＤ
いた楽曲は､圏外でも､一定曲数を聴くことができる。

※新聞記聯やｳｴブｻｲﾄからまとめているため、※出典:｢クラウドコンピューティング｣と著作権法ＣＰＲＡＮＥＷＳ(voL62DESEMBER20ﾕﾕ)の図を基に一部追加実際のサービスとは異なる可能性がある。

ロインターネットテレビのみ利用世帯

ロスマートテレビ利用世帯
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鐘ラウド製溺繕サービスの登場

０

２０１０年度２０１１年度２０１２年度2013年度２０１４年度20-15年度２０１６年度

*１「スマートテレビ｣:以下の2つの機能をともに保有するテレビ端末､またはセットﾄｯブボックスなどの

テレビ周辺機器。

（ﾕ>インターネット経由の映像をテレビ画面で視聴することが可能

(2)高い処理能力を持つCPU(cent値IProcessingUnit;中央処理装置)が搭載され､スマートフォンの
ようにケームなどのアプリをテレビで利用することが可能‘

なお､｢インターネットテレビ｣とは､上記の機能のうち、(ﾕ)のみを保有するテレビ端末､またはセット

トップボックスなどのテレビ周辺機器

【出典：(株)野村総合研究所Iスマートテレビの利用意向に関する調査」（平成23年７月２０日）】

ｚｏ２ｏ＝ｚｏﾕﾕｰ２ｏユユ＝２ｏユョ学ｚｏﾕ竺写

*２「スマートテレピ｣には､スマートフオンのようにオープンなOSを搭載して多様な
アプリケーションが自由にダウンロードできる形のスマートテレピの他､IPTvや
WebＴＶなどインターネットに接続可能なテレビを含む。

【出典:エイチ・アイ・ビジネスパートナーズ（HIBP）（株）iグローバルスマー
トTV市埋動向ﾉｰ雇望」（平成23年１月28日）】

．従来、自分のＰＣのハードディスクに保管していた写真､動画､音楽等をネットワーク上のサーバーに蓄積し、
マルチデバイスで､いつでもどこでも利用できるようにしたサービス。

．各社からクラウド型サービスが登場､定額料金で見放題､聴き放題のサービスが受けられるものもある。

園

‘

〆 、
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ｌ；サービス名
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課題鐙総鵜鴬の取繍

総瀧省における罰ンテンツ蹴篭の塗総像 回
奉一

＜重点目標＞

コンテンツ

製作。濡逼環境

の蕊備

諭しいコンテンツの流渥
プラツトブ識＝典の震討

コンテンツの

園際展開の侭進

＜総務省の主なコンテンツ関係施策＞

蔵選剰ンテンツの

権識処理…禿化の擢蕊

放送コンテンツの２次利用の促進に向け､権利処理に閏する実証実験を

実施することにより､権利処理窓口のシステム一元化を推進し､円滑な権
利処理を実現。

ｺﾝﾃﾝﾂ不正流通対策獄象撚醗裂職溌麓雛1蕊雪載
②推蕊 の流通促進に資する。

Ｉ

熟マ…ﾄﾞＷの鍛遥

コンテンツの

海外騒開

職府間対瀦の織瀧

放送コンテンツ製作に係わる番組製作会社のインセンティブや創意工夫の

意欲を削ぐような取引慣行の改善､及び番組製作に携わる業界全体の向
上を目指す。

技術基準の標準化に向けた支援等を通じ､放送コンテンツの新たな流通
チャネル(スマートＴＶ,スマートフオン等)の開拓を推進。

東日本大震災の風評被害対策や地域コンテンツの海外展開の促進を目的と

した世界への情報発信及び国際共同製作に閏する調査研究等を実施。

二国間協議(日中経済パートナーシップ協議、日韓経済局長会議など)の場
において関係国と協議し､コンテンツ規制の緩和を要求。

(参考）コンテンツ施策に係る主な政府方針
〃

新成長戦略（平成２２年６月－１８日）､

コンテンツの対外発信による日本ブランドカの向上、帯ジタル配信の強化、海外コンテンツ流通規制の緩和。撤廃、著作権侵害対策、番組
の権利処理の迅速化等

頁日 本大震災からの復興の (平成２３年７同２９日）

｢クールジャパン」の推進、海外における風評被害への対策、

知的財産推進計画２ ０１１（平成２３年６月３日）

、

災害の記録と‘伝承等

る海外発信強化、被災地におけるコンテンツ製作及び流通実証実験の実施、｜映像を通じた発掘。創造、クールジャパン関連コンテンツによる海外発信強化、被災地におけるコンテンツ製作及び流通実証実験の実施、ｉ
ｌインターネット上の著作権侵害の抑止、電子書籍の市場整備の加速化、知的資産のアーカイブ化とその活用促進等
Ｌ 一一 一一一一一一一一一一一一－一一一一一一一一一一一一－一一一一一一－一一一一一一一－一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一＝一一一一〆



必要

星淡測開のための権測処理

i一息i童鯵契約『

函

交渉画契約

、
ク

●現状と課題

○放送コンテンツの二次利用は改善しつつある。
※地上テレビ番組の２次利用率:約21%(平成21年度）※平成20年度約20％

平成19年度約16％

・平成18年度約13％

○地上テレビ番組は､２次利用に関する契約が定められていない場合が多く､その場合には､すべての権利者
に改めて許諾を得る場合がある｡しかしながら､すべての権利者からの許諾を得るには､膨大な時間とｺｽﾄが

力が必要。

職選コンテンツ鰯権測処璽＝元化の擢進

不明権利者の探索にも、多大な労必要｡また、

※ 地上地上テレビ番組の場合､多くの実演家ならびに､放送事業者､番組製作会社.原作者､脚本家等の

多岐に亘る権利者の許諾が必要。

権利処理業務に要する時間とコストを大幅に削減する必要

◎放送コンテンツの権利処理一元化に関する実証実験

一う

三Ｌ

施策の概要

放送コンテンツの二次利用の促進に向けて､ネットワークを通じた権利処理及び不明権利者探索の一元化に関する実証実験
を実施し､円滑な権利処理の実現に資する。

徽選コンテンツ鰯権利処璽＝元化の擢進 一一」里Ｉ

【例】コンテンツ流通事業者が音楽番組をネットへ２次流通させたいと考
※なお.この２次流通に係る権利の所在は､番組制作会社､日本音楽事業者協会、

事前にコンテンツ流通事業者には分からない)。

えている場合。
音楽制作者連盟､ＪＡＳＲＡＣにあるとする(当該情報は、

施策の効果

権利処理の受付窓口及び不明権利者探索業務の一元化とシステム化により､権利処理業務に要する時間とコストを大幅に削
減し､放送番組の二次利用(インターネット配信､海外への番組販売等)が促進される。

j１－毒Ｉ

権利者
団体

権
な
業
に
あ

●
△
皐
一
悶

唄

利の所在が分から

,私ため､逐一､各事

者"権利者団体。

詞い合わせる必要

リ

交渉｡契約

Ｆ］

権利者不明の場合、
不明権利者を探索

交渉｡契約

蕊
交渉。

へ参ＪＡＳＲＡＣ→権利あり

へ坪その他の権利者団体→権利なし

国

計画年数３年計画（平成２２年度～平成２４年度）

NHI〈｜|民放ｷー局Ｉｌｌ

平成23年度予算額
２６５百万円

四

平成24年度予定額

一 般 会 計 2 65百万円

(零繍露蔦1厩鴎譲

二次測悶のための権測処遜 一｜翌’
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園ンテンツの不正瀧適
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ＰＺＰフタァイル

共§有ソフト
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計画年数３年計画（平成２２年度～平成２４年度）

平成23年度予算額

１６５百万円

平成24年度予定額

一般会計一i６５百万円

劃 、

。動画投稿サイト､P2Pファイル共有ソフトの利用が進展。

。これらを利用したコンテンツの不正流通が蔓延しており､正規流通を阻害している。
七

〆

＝

動 画控稿ナイト

■■
甲

動画投稿サイトの利濡実態 ”隅ﾌｧｲﾙ桑有ｿﾌﾄの利用実態

Ｐ

総務省アンケート結果(調査対象者Ｎ＝9594人)よると、

動画投稿サイトを利用したことがある人は、

全体の６２２％であり、日本国民に換算すると､およそ

4,886万人が過去1年間に動画投稿サイトを利用と推計。
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画過去に利用していた
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2004

１６．３ 回現在利用している
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Ｉ僕ウンロード､アップﾛｰド経験着 章-雫謡』0８2008

2009
ダウンロード経験者 アップロード経験者 守 奄 奄 ℃ 晶 伺 や 弾 〒 Ｆ ー

［鰯謬普＃

Ｉ

匠

１３．９

‐１６．２

Ｆ１識蝿ｌ
ｉ ｌ

女性

,６男性

全体

女性

男性

全体

､7.4 ２ ４６８

｢デジタルコンテンツの流通促進に関する調査研究｣総務省
標本数20,000ｌ３ｆ

Z６．２

２０％以上の日本国民がＰ２Ｐファイル交換
ソフトの利用または利用経験がある。

０ｍ２０３０４０％０２４６８ ％

動画投稿サイトの利用者を4,886万人とすると、・

ダウンロード経験者:1,397万人(26.2％）

アップロード経験者：240万人（４９％）

蕊対篭の擢耀

#， 動

;動画投稿サイド、‐．．と

割ンテンツ蒸藍流 函

篭

◎インターネット上での放送コンテンツ等の不正流遥防止に向けた翼誕巽験

画

施策の概要

インターネット上のコンテンツの正規流通ビジネスを阻害する､権利者の許諾を得ないコンテンツの流通(不正流通)への対策
を図ることにより､権利者が適正な対価を得られる環境を整備する。

照謬註等蔵舌聖

施策の効果

動画投稿サイト及びファイル共有ソフトによるコンテンツの不正流通を監視､抑止する体制を整備し､著作権の適切な保護を通
じた放送コンテンツのインターネット配信や海外展開などの活用が促進される。

Ｉ己冒字菟

藤 繊鍾事業着、
ｉ権剰蕎等，

鍾鍾雲冒業蕎
;養剰毒等

一



放送コンテンツとWebコンテンツの区分、
オーバーレイの表示方法等に関する規格の

作成

計画年数２年計画（平成２４年度～平成２５年度）
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図ガイドライン策定の背景

・放送コンテンツ製作における製作者の役割の重要!性の増大等により､放送コンテンツの製作取引の適正化への要請の高まりを

踏まえ、総務省において､平成20年１月より、｢放送コンテンツの製作取引の適正化の促進に関する検討会｣(座長:舟田正之立教

大学法学部教授)を開催。

。同検討会での議論を経て､平成21年２月に放送コンテンツの取引適正化ガイドライン(初版)を策定し、同年７月に第２版を策

定。

園ガイドラインの園的

①放送コンテンツ製作に関するインセンティブ向上を図り､もって､我が国における放送の発展を目的とする。

②自由な競争環境を整備しながら､番組製作事業者のコンテンツ製作に係るインセンティブや創意工夫の意欲を削ぐような取引

慣行の改善､及び番組製作に携わる業界全体の向上を目指す。

題ガイドラインの概璽

・総務省が放送事業者や番組制作会社等に対して行った調査やヒアリングに基づき収集された事例のうち､下請法又は独占禁

止法上問題となりうる事例と留意すべき点を示している(適正な取引の在り方を示す指針)。

。また､下請法又は独占禁止法の趣旨を踏まえて行われている事例や､取引においてより推奨されるべき､望ましい取引事例(ベ

ストプラクティス)などを挙げ､取引適正化に向けて参考とすべき具体的な事例も示している。

i国ガイドラインのフォローアッブ

,公正取引委員会が実施している毎年の調査によると、放送業。番組制作業における下請法違反事例が近年増加している｜

’（特に、書面交付義務及び書類保存義務違反行為の事例）ことから、番組製作環境の実態を把握するため２０１２年２１
１月より全国の放送事業者及び番組製作会社に対するヒアリングを実施。

'○直近で違反件数が増加した背景の把握 ． ，
'○番組製作会社を大手。中小、局系”独立系と区別したうえで、問題点を把握。整理

'○下請法及び現行のガイドラインで不明確な部分の把握等
Ｌ－－－一一一一一→－－一一一一一一一一一一一一一一→－－→一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一=－－－－－－－－－－－－-一－－－－－=－－－－－－－－－－一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一１

ス1マートテレビの謹進

平成24年度予定額平成23年度予算額

一般 会 計 ２ CO百万円

園

◎スマートテレビの標準化に関する実証翼験

瓦回哩回回画面認

施策の概要

放送の完全デジタル化等により今後急速な普及が見込まれるスマートテレビについて、放送の公共性や視聴者の利便に
配慮したコンテンツの表示方法の確立等のための実証実験を通じて、スマートテレビの規格に関する基本方針を策定
し、同規格の国際標準化を推進する。

ス ‘マートテレビの擢鍾２ョ

施策の効果

放送事業者、機器ベンダー、通信事業者等の関係者を糾合し、スマートテレビのプロトタイプの作成を通じた実証を行
うことにより、スマートテレピにおけるコンテンツの表示方法、多様な端末間におけるコンテンツ連携等に係る規格に
ついて基本方針を策定し、世界市場獲得に向け、国をあげて国際標準化を推進する。
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識選コンテンツ輸出の停滞と輸出内訳

港Ｕｌ．］一一【四一一，

Frl

２００４２００５2００６２００７２００８２００９

出典:日本の輸出額･･･

総務省｢情報通信政策研究所メディア･ソフトの制作及び流通の実態」
「放送コンテンツのj海外展開の促進強化方策に関する調査研究報告書｣より作成

韓国の輸出額･･・

韓国放送映像産業振興院｢2008年度放送番組輸出入の現況」
2009年の輸出額は､韓国コンテンツ振興院(KOCCA)から聞き取り(1億8358万ドル）

為菩レート…

2009年の平均為替レート(1米Ｆルー104.2円財務省留男統計より)で換算

伊

、

地上テレビ番組の輸出金額は年々増加し､2007年度には90億円を突破したが､その後は停滞。○地上テレビ番組の輸出金：

○輸出金額ベースで見ると、

ノ

番組ジャンル別ではアニメが過半を占め、バラエティが続いている。

コンリテンツの濯糾曝開《その1》

輸出先地域別では、 最も多いのはアジアで､約4割を占めている。
Ｌ ､ｆ

側綿K幕議撒

け

一

地上テレビ番組の輸出金額に占める割合積極的な海外展開により、地上テレビ番組の
輸出金額は､2005年に韓国が日本を逆転
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(2008年）
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地上子陵嘗番組の輸出金嶺 ドキュメ
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(単位:億円）
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鍵総務省
ＭｌＩＣＭＷ謡開確鴨』討鱈

平成23年度第3次補正予算額
一般会計８０９百万円
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◎海外への情報発信強化

海外メディア等篭通じた惰報鍵‘篇

施策の概要

」

一一

東日本大震災の被災地の復興をアピールするとともに､風評被害対策のため、

①復興をテーマとした番組を委託により製作し､NHK子会社の外国人向け海外放送のネットワークやインターネットを活用し
て世界に配信する。

②海外放送事業者と国内放送事業者が震災からの復興をテーマとした放送番組を共同製作することを推進するため､海外
、放送事業者と国内放送事業者等とのマッチングを支援

番

施策の効果

本施策の実施により、今回の震災で穀損した｢安心・安全｣といった｢日本ブランド｣のイメージを回復し､風評被害を防止す
る効果が期待される

風評被害対策に



コンテンツの海鈍展闘《その2》 ｢元－１

◎国際共同製作による地域コンテンツの海外展開に関する調蜜識究

施策の概要

地域コンテンツの海外展開を更に促進するため、国際共同製作を進めるための環境を整備する。
具体的には、①放送コンテンツの視聴形態の変化を踏まえた今後の国際共同製作の在り方に関する調査研究（ガイドラ
インの策定等）、②国際共同製作協定の交渉開始に向けた調査研究を実施する。

施策の効果

（１）国際共同製作を進めやすい環境が整備されることにより、ノウハウの少ない地域を中心に国際共同製作の案件が増加。

（２）国際共同製作案件が増加することにより、地域コンテンツの製作力の底上げ及び地域から海外への情報発信力の向上
が期待。

尋

海外放送事業者

嵐が爾際舞瀞製瀧を擬蝶させるための環境毒瀧鋪
〃ウハウ嘩誇積､蕊隙巽陶製擁協定蕊渉､ガイFﾗｲﾝ戯簸熊鐸）

平成24年度予定額

一般会計８１百万円
平成23年度予算額

９２百万円
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計画年数２年計画（平成２３年度～平成２４年度）
ロ

一


